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「三田学会雑誌」85巻4 号 （1993年 1 月）

建築基準緩和の経済分析

山 崎 福 寿  

日 引 聡

1 . は じ め に

首都圏や大阪などの大都市圏では，ここ数年地価の低下が続いているが，依然として住宅の取得 

は非常に困難な状態にある。このため，宅地の供給や住宅 • オ フ ィ ス ビルの供給を増加させること 

が，住宅土地問題を解決する上で重要な課題である。

さて，住 宅 • オ フ ィ ス ビルの供給を制約する条件といわれているものに，建築基準法がある。建 

築基準法は，大別して単体規定と集団規定に分けられる。前者は，個々の建築物が災害による危険 

に対処できるように，その構造や設備に関して基準 • 規制を定めたものであり，全国的に適用され 

ている。 これに対して，後者は，建築物が集まることによって発生する都市環境の悪化や火災など 

の危険に対処し，都市を良好な環境に保つために定められた基準である。後者には，建べい率規制， 

容積率規制， 日影規制，用途地域制などの規制が該当する。建築基準の強化は，住宅やオフィスの 

生産費用を高めるため，住宅やオフィスの供給を減少させると考えられている。それでは，これら 

の建築基準を緩 和することによって，本当に住宅サービスやオフィスビルの供給は増加するであろ 

うか。そのとき，地価や地代，あるいは家賃は本当に低下するのであろうか。

建築基準の緩和が資源配分や所得分配に及ぼす影響等についての理論的な分析は， 日本ではこれ

⑴
までほとんどなされてこず，わずかに山崎 • 日引（1993)に見られるくらいである。

本稿の目的は，山 崎 • 日引（1993)で展開された一般均衡モデルを応用して，建築基準の緩和，特

注 （1 ) ゾ一二ング（Z o n in g )が都市の規模や地価に対していかなる影響を及ぼすかについての理論的，実 

証的研究は，外国では Ohls et a l (1974), Courant (1976), Grieson and W hite (1981) 等数多く 存 

在する。しかし，これらの研究は，用途規制（Allowable use restriction) や最低敷地面積について 

の規制（Large-lot re s tr ic t io n )を中心に分析しており，建ぺい率や建築基準の効果については考察 

していない0 また， Moss (1 9 7 7 )は，山崎 • 日引（1993)のモデルと基本的に同じ2 部門モデルを用 

いて，2 部門間の土地の移動を前提として容積率規制の効果を分析している。しかし，通常，容積率 

規制やその他の土地利用規制は特定の地域の土地利用を対象にしたものである。したがって，土地が 

移動しないことを前提として，規制の分析をするのが現実的であるように思われる。
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に，建べい率規制，単体規定，容積率規制の緩和が，住宅サービスやオフィスビルの供給，また， 

地 代 • 家賃にいかなる影響を及ぼすかについて，部分均衡モデルを用いて検討することにある。こ 

れらの点を分析することによって，地代の上昇を抑制しつつ，住宅サービスやオフィスビルの供給 

を促進するためには， どのような規制の緩和が必要であるかが明らかになるであろう。

以下では，第 2 節でモデルの仮定について述べる。第 3 節では諸規制の緩和が地代や地価等に芋 

える影響について分析する。最後に，第 4 節において結論を述べる。

( 2)
2 . 建築基準とモデルの仮定

分析にはいる前に， ここでは，建築基準の意味とモデルの基本的諸仮定を述べておこう。ある都 

市計画区域において，土 地 （L ) と 資本（7 0 の生産要素を用いて住宅サービスやオフィスビルを生 

産する場合を考える。住宅サ ー ビ ス • オ フ ィ ス ビル市場は完全競争市場であるものとする。住宅サ 

一ビスやオフィスビルの生産量Q ，は床面積で測るものとする。 この地域の土地供給量はム)で一定 

であり，単体規定，建べい率規制，容積率規制，容積率規制違反に対するペナルティーなどの建築 

基準が導入されている。

単体規定は，消火施設のように各種施設の設置を義務づけることなど，個々の建築物の構造や強
(3)

度などに関する技術的な水準を示したものである。単体規定が存在すると，存在しない場合に比べ 

て，規定を満たすために余分な資本を投下しなければならない。そこで，単体規定の基準の程度を 

示す総合指標を抑（0くむ  < 1 ) •とすると，投下された資本A：のうち，抑尺は純粋に建築物の生産に 

投下される分であり， （1 一/^)尺は単体規定をみたすために余分に投下される分であると考えるこ 

とができる。単体規定が緩和されると，規定をみたすために必要な資本の比率が減少し， ビル建設 

(床面積の生産）に直接関わる資本の比率が増加する。 したがって， 単体規定の緩和は，他 の上昇 

に対応し，貼 1 C が増加することになる。

建べい率規制とは，敷地面積に対する建築面積の比率の上限を規制することをいい， 日照，採光， 

通風，防災等市街地における環境条件を確保するために設けられた規制である。建べい率の規制水 

準 を 处 (0くれ< 1 )とすると， この地域の土地面積L のうち実際にビル等の建設に投入される建築面 

積は沿乙と表すことができる。 建べい率規制が緩和されると，土地に占める建築面積の上限が引 

き上げられ，空地として残さなければならない土地面積が減少する。 したがって，建べい率規制の 

緩和は，九 の上昇に対応し，[iLL が増加することになる。

容積率規制とは，敷地面積に対する建築物の各階の合計床面積の比率の上限を規制することをい

注 （2 ) 制度については，建設行政実務研究会編（1 9 8 2 )を参照。

( 3 ) 例えば，防災上の観点から四階建て以上の木造建築は，現在日本では禁止されている。また，宅地 

開発に際して開発者が開発地域の街路や上下水道の整備を義務づけられる場合（宅地開発指導要綱） 

も，単体規定の強化と考えることができる。
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い，道路，上下水道などの社会資本の利用に対する混雑現象を抑制することを目的としている。本 

稿では，これに加えて，容積率規制に違反した場合，違反者は規制を超過した容積分に対して一定 

割 合 Cd ； のペナルティ一を政府に現物で支払わなければならないものと仮定する。すなわ

ち，違反者はペナルティ一として一定割合の床面積を公共施設として政府に提供することになる。 

容積率の規制水準を》とすると，生産者が建設した建築物の容積率はQ 7 1 であるので，違反者が 

支払うべきペナルティ一の総額は，d l X Q ' / L - x ) である。ただし，< 5 = 1のとき，容積率規制が厳 

格に遵守されている場合を意味する。 また，容積率の規制水準が十分に高く，実際の容積率がそれ 

を下回る場合には，5 = 0 であるものとする。

以上から，ペナルティ一支払い前の住宅サ一ビス.オフィスビル生産関数は，

Q'=FQiKK，MrX)

と表すことができる。 ただし，ダは 1 次同次関数であるとする。 また，ル > 0 ，F l > 0, F j i K < 0 ,
C4)

F l l < Q ，F l k > 0 である。すると，ペナルティ一支払い後の住宅サービス . オフィスビルの生産関数 

は，

Q = F ^ { 1 k K ,

となる。ただし，Q はペナルティ一支払い後の住宅サ一ビス.オフィスビルの供給量である。上式 

を変形して生産関数を書き直すと次の式になる。

Q = ( 1 —d ^ F i f i R K ,  u l L') +  d L x  C l )

以下では，土地，資本の生産要素市場は完全競争市場であると仮定する。また，資本供給の価格 

弾力性は無限大であり，資本のレンタルプライスはで一定であるとする。

3 . 規制の緩和による家賃や地代の変化

利潤最大化条件より，土地市場の需給均衡条件式及び資本市場の需給均衡条件式は，それぞれ，

- ^ = (1—5)j«i,Fz,+5a; ( 2 )

营 = C l — 5)作  ( 3 )

で与えられる。ただし， ダは地代であり， i 3は住宅サービスやオフィスビルの家賃である。また， 

住宅サ一ビス • オフィスビル市場の需給均衡条件式は，

D C P ')  =  C 1 - 8 ' ) F ^ k K ,  ptL0 + 5 L x
(5)

である。ただし，Z K /5) は住宅サービスやオフィスビルの需要関数であり，仏く  0 である。

注 （4 )  F i は生産要素 i C i= K ,  L ) によるF の偏微分を表す。F i j は生産要素プ• によるF i の偏微分を

表す。

( 5 )  は / n こよるZ)の偏微分を表す。
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以下では，単体規定の緩和，建べい率規制の緩和，容積率規制の緩和，ペナルティーの低下が地 

代や家賃，住宅サ ー ビ ス •オフィスビル供給に及ぼす効果について検討する。

3 . 1 単体規定の緩和

土地市場，資本市場をそれぞれ図示すると，下の図 1 ，図 2 のようになる。当初の均衡点はそれ 

ぞ れ E l o ,  E K 0 である。ただし，図 1 の縦軸はペナルティー支払い前の，生産に投入される実質的 

な土地（建築面積）の限界生産力あるいはその価格を示しており，横軸は建築面積を示している。厶 

は実質的な土地の限界生産力曲線であり，紅は建築面積の供給曲線である。第 2 図の縦軸はペナル 

ティ一支払い前の，実質的に生産に投入される資本 (単体規定のために投入される分を除いたもの〕の限 

界生産力あるいはその価格を示しており，横軸は実質的な資本投入量を示している。 如 は実質的  

な資本の限界生産力曲線である。

図 1 土地市場 図 2 資本市場« « )

いま，単体規定が緩和されたとすると， 1 単位当りビル建設に直接関わる資本の比率が増加する。

これは，実 質 的 な 資 本 の 価 格 が 下 落 す る こ と に 対 応 す る 。 このため，図 2 において新たな
( 6 )

均衡点が五们となり， 兄が増加する。土地の供給量が一定である一方で， 瓦が増加するた  

め，住宅サ 一 ビ ス •オ フ ィ ス ビルの供給量が増加し，家賃は低下する。また，/ i x K の 増加によ っ 

て，ペナルティー支払い前の土地の限界生産力（み）が上昇するため，図 1 の 曲 線 は 上 方 に シ フ  

トする。土地の供給量は一定であるため，ぬん）は一定である。この結果，5, X ，パムが一定である 

から， r / P は上昇する。なぜなら，図 1 より明らかなように，新 た な 均 衡 点 は と な り ，（r / i 3 

- d x ) / ( i - d ) j u L は上昇するからである。 しかし， r が上昇するかどうかは，戶の下落の大きさと

注 （6 ) 凡が増加するかどうかは，jUjcの上昇率との増加率の相対的な関係に依存する。 すなわち， 

M X の上昇率がJUX尺の増加率を上回る場合は，兀は減少するが，逆の場合には凡は増加する。
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d L 曲線のシフトによる r / 尸の上昇の程度の相対的な関係に依存する。前者は需要の価格弾力性が
(7)

大きいほど小さくなり，後者は生産要素の代替の弾力性が大きいほど小さくなる。 したがって， r  

は，需要の価格弾力性が大きく，代替の弾力性が小さい場合には上昇するが，需要の価格弾力性が 

小さく，代替の弾力性が大きい場合には下落する。

3.2 建べい率規制の緩和

下の図 3 ，図 4 はそれぞれ図 1 ，図 2 と同様に，土地市場，資本市場を表している。

図 3 土地市場ひ£ < /4 )  図 4 資本市場

建べい率規制が緩和されると，土 地 1 単位当りに占める建築面積の比率が増加し，住宅•ビル建

設に投入される土地の建築面積O ^ L 。) が増加する。 このため，資本の限界生産力は増加し，図 3 の
( 8 )

d K 曲線は上方にシフトする。 したがって，新 た な 均 衡 点 は に な り ，处只■が増加する。土地の 

建築面積が増加する一方で，P k K も増加するため，住宅サービス •オフィスビル供給量が増加し， 

その家賃は低下する。一方，資本投入量の増加によって土地の限界生産力が増加するため，図 3 の 

d L 曲線は右にシフトする。 しかし，建築面積の増加にともなって供給曲線れも右にシフトするた 

め，土地市場において新たな均衡点は丑 i i となり，（rA P—如 ) / ( 1 - 5 ) 处は下落する。 このとき， 

r が上昇するかどうかは，拋の増加の大きさと P の下落の大きさと（r A P - 5 a O / ( l —5)处の下 落  

の大きさの相対的な関係によって決まる。単体規定の緩和で述べたように， P の下落の程度は需要

注 （7 ) 代替の弾力性をらとすると，F は一次同次関数であり，Fk , F l は0 次同次関数であるから，

—j , _________ rPo______
s (1—

したがって，代替の弾力性が大きければ，資本投入量の増加による土地の限界生産性の増加（F ix )  
は小さくなり，弾力性が小さければ土地の限界生産性の増加が大きくなるという関係があることがわ 

かる。

( 8 ) いまのケースではぬ？が一定であるから，資本投入量/ i：は凡1 ( > 凡0) に増加する。
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の価格弾力性に依存し，（r / / 3—3 a O / ( l _ 5 ) ; ^ の下落の程度は生産要素の代替の弾力性に依存する。 

したがって，代替の弾力性が大きい場合には， r は下落するが，需要の価格弾力性が大きく，代替 

の弾力性が小さい場合には上昇する。 これは次のような理由による0 前者の場合，すなわち代替の 

弾力性が大きい場合には，d L 曲線の上方へのシフトは小さく，ひ/ 尸一む) / ( 1 - 5 )处は大きく低下 

し， の増加率よりも大きくなる。8, a ;は一定であるため， r / 戶 は下落するが，家賃/^は下落す 

るので， r はそれ以上に下落するのである。また，後者の場合において，まず，代替の弾力性が小 

さければ，d L 曲線は上方に大きくシフトするので，（rA P—5 a O / ( l— はあまり下落せず，その 

下 落 率 は P i の増加率よりも小さくなる。 このとき，需要の価格弾力性が大きければ， P はあまり 

低下しないため， r は上昇する。

3 . 3 容積率規制の緩和

下の図 5 ，図 6 はそれぞれ因 1 ，図 2 と同様に，土地市場，資本市場を表している。 

図 5 土地市場（れくれ） 図 6 資本市場

容積率規制が緩和されると，規制される総床面積の上限が増加し，現物によるペナルティーの支 

払いが減るため，住宅サービス • オフィスビルの供給量は増加し，家賃は低下する。家賃の低下に 

よって実質的な資本のレンタルプライス（A>/(1—め^ / 0 が上昇するので，図 6 の 均 衡 点 は と な  

り，P k K は減少する。H k K の減少は，ペナルティ一支払い前の土地の限界生産力（F i ) を低下さ 

せ，心曲線を下方にシフトさせるため，土地市場において新たな均衡点は五L 1となり，（rA P -5 a O  

/ ( I  —5 )作は下落する。 ここで，3 , パi は一定であるため（r / 尸一d a :)は下落する。ただし， このと 

き， グが上昇するかどうかは，3 .1 や 3 . 2 の説明からわかるように， P の下落の大きさとふ曲線の 

シフトの大きさに依存する。 したがって，需要の価格弾力性が大きく，代替の弾力性も大きければ， 

r は上昇する。代替の弾力性が大きければ，心曲線の下方のシフトは小さくなるため，（r / P - ね ）
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はあまり下落しない。 また，需要の価格弾力性が大きいことによって尸もあまり下落しない。 この 

ため，r / 尸 の 上 昇 率 が の 上 昇 率 を 超 え な い 範 囲 で r が上昇する。逆に，需要の価格弾力性が小 

さく，代替の弾力性も小さければ， r は下落する。代替の弾力性が小さければ，ふ曲線は大きく下 

方にシフトするため，（r /尸 一 は 大 き く 下 落 す る 。 また，需要の価格弾力性が小さいと尸は大き 

く下落するため， r は尸の下落率よりも大きい率で下落する。

3.4 ペナルティーの緩和

下の図 7 ，図 8 はそれぞれ図 1 ，図 2 と同様に，土地市場，資本市場を表している。

図 7 土地市場（5。> ぁ） 図 8 資本市場（5Q> 3 i)

投入によってより多くの家賃収入を得ることができる。 これは，実質的な資本のレンタルプライス 

(A>/(1—幻^ / 3) の下落に対応する。 このため，因 8 において新たな均衡点が五幻となり，处尺が 

増加する。ペナルティ一の減少によって住宅サ一ビス • オフィスビルの供給量が増加するのに加え， 

fiK K の増加によっても住宅サービス • オフィスビルの供給量が増加し，家賃は低下する。また，土 

地市場では，fiKK の増加によって d L 曲線は上方にシフトし，新たな均衡点は五 i i となるので， 

( r /尸一奴）/ ( 1 一め作は上昇する。 このことから，r / P が上昇することがわかる。これは，ペナル 

ティ一の緩和によって d が減少しているにもかかわらず，（r / 尸一3 x ) / ( l  — め处は上昇しているか 

らである。 したがって，単体規定の緩和と同様に， r は，需要の価格弾力性が大きく，代替の弾力 

性が小さい場合には上昇するが，需要の価格弾力性が小さく，代替の弾力性が大きい場合には，下 

落する。

4 • 結 論

単体規定，建べい率規制，容積率規制，ペナルティーなどの建築基準の緩和が家賃や地代，住宅
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サ一 ビ ス •オ フ ィ ス ビルの供給に及ぼす効果について，本稿で得られた主要な結論を要約すると以 

下のようになる。

まず第一に，これらの規制が緩和されると，住宅サービス • オフィスビルの供給量が増加し，家 

賃は低下する。

第二に，これによって地代が上昇するかどうかは，住宅サービス •オフィスビルの需要の価格弾

力性と生産要素の代替の弾力性に依存する。なぜならば，土地の限界価値生産物の変化は，{Ik K の

増加による土地の限界生産力の変化と家賃の変化によって決まるからである。 このため，需要の価

格弾力性が大きく，代替の弾力性が小さい場合には，単体規定，建べい率規制，ペナルティーのい

ずれを緩和しても，地代は上昇する。以上の結果は，需要の価格弾力性が小さく，代替の弾力性が

大きい場合には逆になる。また，容積率規制を緩和すると，需要の価格弾力性と代替の弾力性がと

もに大きい場合には地代は上昇するが，小さい場合には逆に下落する。容積率規制の緩和が地価や

地代を上昇させるかどうかが需要の価格弾力性に依存するという点については，坂 下 （1992) の主張
(9)

にも見られる。本稿の結論は，坂下の主張と合致している。 さらに，本稿は，坂下の主張の中で検 

討されていなかった次の点を明らかにしている。すなわち，土地の限界価値生産物の変化は，需要 

の価格弾力性だけでなく，生産要素の代替の弾力性にも依存という点である。 これは，代替の弾力 

性が小さいほど，資本投入の増加によって土地の限界生産力は大きく増加するからである。一般に， 

容積率規制を緩和すれば，地価や地代は必ず上昇すると理解されている場合が多いと思われる。 し 

かし，本稿では，需要の価格弾力性が小さく，代替の弾力性が小さい場合には，容積率規制を緩和 

して，住宅やオフィスビルの供給を増加させても，地代や地価が低下する可能性のあることが明ら 

かにされた。

第三に，第一，第二の結論をあわせて考えると，自治体がディベロッパーに課している「宅地開 

発指導要綱」は住宅供給を阻害するだけでなく，需要の価格弾力性が小さく，代替の弾力性が大き 

い場合には，地価や地代を上昇させる。なぜなら，宅地開発指導要綱は単体規定と建べい率規制の 

強化の組合せに等しいからである。 しかし，この場合に，即座にこれらの規制の緩和が望ましいと 

判断すべきではない。なぜなら，規制の緩和によって，零細な土地利用や粗悪な住宅供給が促進さ 

れる結果，環境の悪化が生じる可能性が存在するからである。

最後に，規制を緩和することによる環境の悪化が，土地や住宅に対する需要を低め，地代や家賃 

を下落させる効果をもつという点について，本稿のモデルでは明示的に扱わなかったことを指摘し 

ておきたい。 この効果を考慮すると，本稿の分析結果は修正されなければならないであろう。 この 

ように，規制の緩和が周辺の環境に及ぼす効果を分析することは，将来の課題として残されている。

注 （9 ) 坂下は，容積率規制を緩和した場合に，地価や地代が上昇するかどうかは，オフィス空間の需要の 

価格弾力性に依存し，常に必ずそれらが上昇するとは限らないと主張している。すなわち，坂下によ 

るとオフィス空間の需要の価格弾力性が1 より大きい場合には，常識通り容積率規制の緩和は地代を 

上昇させるが， 1 より小さい場合には，地代を下落させるのである。
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